
河内町公共工事中間前金払取扱要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、河内町財務規則（昭和６１年河内町規則第１０号。以下「財務 

規則」という。）第１５５条の２に定めるもののほか、町が発注する公共工事の中間

前金払の取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

（中間前金払の対象） 

第２条 町が中間前金払を行う工事は、財務規則第１５５条の規定により前金払を行 

った工事で、１件の請負代金の額が５００万円以上の工事とする。 

（中間前金払の対象者） 

第３条 町が中間前金払の対象者とすることができる者は、前条に規定する工事の受 

注者で、公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第１８４号。）第

２条第４項に規定する保証事業会社と同条第２項に規定する中間前払金の保証に

関する契約（変更契約を含む。以下「保証契約」という。）を締結した者（以下「受

注者」という。）とする。 

（２年度以上にわたる契約における中間前金払） 

第４条 町は、工事の履行が２年度以上にわたるもの（繰越明許費に基づく場合を除 

く。）についての中間前金払をするときは、当該契約金額の各年度別の支払限度額

を基本として、各年度の出来高予定額の１０分の２以内の額とする。 

２ 前項の規定により中間前金払をするときは、当該契約の各年度別において、財務 

規則第１５５条の２第１項各号の規定に該当する場合を対象とする。 

（部分払との併用） 

第５条 財務規則第１５６条に規定する部分払をした工事については、中間前金払す 

ることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず、工事の履行が２年度以上にわたる工事（繰越明許費に 

基づく場合を除く。）については、部分払をした年度以外は、中間前金払することが 

できる。 

（中間前金払の請求等）  

第６条 受注者は、第２条及び第３条に掲げる要件のいずれにも該当し、中間前金払 

を申請するときは、中間前金払認定請求書（様式第１号）に工事履行報告書（様式 

第２号）を添えて、工事担当課へ提出するものとする。 

２ 工事担当課は、中間前金払の請求があったときは、中間前金払の要件を満たして 

いるか認定を行い、中間前金払認定（非認定）通知書（様式第３号）により、１０ 



日以内に受注者に通知するものとする。 

３ 中間前金払の認定を受けた受注者は、請求書と保証事業会社が発行した中間前払 

金保証証書を工事担当課に提出するものとする。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則  

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



様式第１号（第６条関係） 

 

中間前金払認定請求書 

 

年  月  日 

河内町長      様 

 

受注者 住 所 

    商号又は氏名 

代表者氏名            印 

 

 下記の工事について、中間前金払の請求をしたいので、要件を満たしている

ことの認定について履行報告書を添えて請求します。 

 

記 

 

 

（下欄は町が記入します） 

 

工 事 名  

工事場所  

請負代金額 金         円 

前払金の額 

（受領済額） 
金         円 

契 約 日 年  月  日 

工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

摘 要  

課  長 課長補佐 係  長 監督員 中間前金払の要件を 

満たしていることを 

□認定する 

□認定しない 

    



様式第２号（第６条関係） 

工事履行報告書（中間前払金用） 

年  月  日 

河内町長      様 

 

受注者 住 所 

    商号又は氏名 

代表者氏名            印 

工 事 名  

工事場所  

工 期 年  月  日から     年  月  日まで 

請負代金額 円 

工 種 
構成比 

（％） 

予定工程 

（％） 

実施工程 

（％） 

出来高金額 

（円） 
備  考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

小 計 １００．０     

消費税及び地方消費税  請負代金額との比率 

（    ）％ 合 計 金 額  

＜注意事項＞ 

１ 構成比は直接工事費に占める各工種の構成割合を、予定工程及び実施工程は報告時点の状

況を、出来高金額は工事価格（請負代金額から消費税及び地方消費税を控除した金額）に占

める構成比相当額に実施工程率を乗じたものを、請負代金額との比率は請負代金額に対する

出来高金額の合計の金額の割合を、それぞれ記入すること。なお、実施工程が確認できる資料（予

定工程表に実施工程を記入したもの等）を添付すること。 

２ 実施工程の計は５０％以上、請負代金額との比率は５０％以上であること。 



様式第３号（第６条関係） 

第     号 

年  月  日 

 様 

 

河内町長       印 

 

 

中間前金払認定（非認定）通知書 

 

    年  月  日付けで認定の請求があった下記の工事について、進捗

状況を調査したところ、中間前金払の請求できる要件を満たしていることを（認

定しました・認定できませんでした）ので通知します。 

 

記 

 

工 事 名  

工事場所  

請負代金額 金         円 

前払金の額 
（受領済額） 

金         円 

契 約 日 年  月  日 

工 期 年  月  日から  年  月  日まで 

 

 


